
コンテンツ活用促進事業費補助金 交付要綱 

 

（通則） 

第１条 一般財団法人さっぽろ産業振興財団（以下「財団」という。）が実施する、コンテン

ツ活用促進事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付については、この要綱に定める

ところによる。 

 

（目的） 

第２条 道内の中小企業者等が自社の経営課題の解決に向けた取り組みにおいて、コンテン

ツ等の活用を行うために発生する費用の一部を補助することにより、札幌市内のコンテン

ツ関連市場の拡大、市内クリエイター等と道内中小企業者等との連携促進を図り、市内ク

リエイター等及び道内中小企業の競争力及び成長性を高め、本市経済の活性化に寄与する

ことを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において「コンテンツ等」とは、コンテンツの創造、保護及び活用の促進

に関する法律（平成 16 年法律第 81 号）第 2 条第 1 項に掲げるもののほか、意匠法（昭和

34 年法律第 125 号）第 2 条第 1 項に定めるものをいう。 

２ この要綱において「中小企業者」とは、中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第

2 条第 1 項各号に掲げる会社及び個人をいう。 

３ この要綱において「道内中小企業者」とは、北海道内に本社を有する中小企業者をいう。

ただし、発行済株式の総数又は出資金額の 2 分の 1 以上を同一の大企業（中小企業者以外

の企業）が所有している中小企業者、発行済株式の総数又は出資金額の 3 分の 2 以上を大

企業が所有している中小企業者及び大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の 2

分の 1 以上を占めている中小企業者を除く。 

４ この要綱において「会社」とは、株式会社（特例有限会社を含む）、合名会社、合資会

社、合同会社及び士業法人をいう。 

５ この要綱において「士業法人」とは、監査法人、特許業務法人、弁護士法人、税理士法

人、司法書士法人、社会保険労務士法人、土地家屋調査士法人及び行政書士法人をいう。 

６ この要綱において、「市内クリエイター等」とは、札幌市内に本社を有するコンテンツ

等の事業を営む中小企業者をいう。 

７ この要綱において「その他の法人」とは、以下に示すものとする。 

(1) 北海道内に本社を有する、医療法人及び社会福祉法人並びに、医業または社会福祉事

業を主たる事業とする財団法人または社団法人であって、常時使用する従業員の数が

300 人以下の法人をいう。 

(2)  常時使用する従業員の数が 300 人（小売業を営む者にあっては 50 人、卸売業又はサ

ービス業を営む者にあっては 100 人）以下の特定非営利活動法人（特定非営利活動促進

法（平成 10 年法律第 7 号）第 2 条第 2 項の規定による。）。 

 

（補助対象事業） 

第４条 この要綱による補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、

自社の経営課題を解決する（新規商品やサービス等の開発、既存商品やサービス等の高付

加価値化、販路の拡大、業務効率化を図るための自社業務の改善、ブランディング等）た

めに、市内クリエイター等と連携し、新たにコンテンツ等の活用を行うという取り組みで

あり、他の企業にとって参考となるコンテンツ等活用のモデルケース（先進的な知的財産



活用事例等）になりうると財団が認めた取り組みとする。 

  なお、社会常識上及び倫理上好ましくない事業（公序良俗に反する、犯罪的行為もしく

はそれに結び付くまたは引き起こす、など）については補助対象事業としないものとする。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は、道内中小企業者等が補助対象事業の実施において、補助対象期間

内に発生する別表に掲げる費用を市内クリエイター等に対して支払う経費等であって、理

事長が必要かつ適当と認める経費とする。 

  

（補助対象者） 

第６条 この要綱により補助を受けることのできる者（以下「補助対象者」という。）は、第

4 条に定めた事業を行う第３条で定めた、道内中小企業者及びその他の法人とする。ただ

し、コンテンツ等の事業を主たる事業として営む中小企業者、及びその他の法人は除く。 

  なお、社会常識上及び倫理上好ましくない事業（公序良俗に反する、犯罪的行為もしく

はそれに結びつくまたは引き起こす、など）を行っている者は除く。 

 

（補助対象期間） 

第７条 補助対象事業は、原則として、当該事業に着手した日の属する年度内、かつ、理事

長が別に定める期日までに取り組みが終了する事業とする。 

 

（補助率等） 

第８条 補助金は、補助対象経費の 2 分の 1 以内で、100 万円を限度として、予算の範囲内

で交付するものとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第９条 この要綱による補助金を受けようとする者は、次の各号に定めるところにより、補

助金交付申請を行うものとする。 

(1) 理事長が別に定める期間内に、補助金交付申請書（様式 1）、事業計画書（様式 2）及

び企業概要（様式 3）に必要な書類を添えて、理事長に提出しなければならない。 

(2) 補助対象事業について他の助成制度（補助金、委託費）等による財政的支援を受けて

いる、又は受ける予定である者は、申請を行うことができない。 

(3) 第 10 条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、その後、同一年度内において申請を行うことができない。 

(4) 補助事業者になった者は、その翌年度は同一の事業について申請を行うことができな

い。 

(5) 2 か年度連続で補助事業者となった者は、その翌年度は申請を行うことができない。 

 

 （補助金の交付決定） 

第 10 条 理事長は、第 9 条の申請があった場合には、速やかに第 22 条に規定する「コンテ

ンツ活用促進事業費補助金審査委員会」(以下「委員会」という。)に付議し、その意見を

聞いたうえで、補助金の交付決定の可否を決定するものとする。 

２ 理事長は、前項の規定により補助対象事業の指定について決定したときは、補助金交

付（不交付）決定通知書（様式 4）により申請者に通知するものとする 

 

第 11 条 削除 



 

第 12 条 削除 

 

（計画変更の承認等） 

第 13 条 補助事業者は、次に掲げる事項のいずれかに該当するときは、あらかじめ計画変更

承認申請書（様式 5）を理事長に提出し、その承認を受けなければならない。 

(1) 第 10 条の規定により補助金の交付の決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）

の全部若しくは一部を中止し、又は廃止しようとするとき。 

(2) 別表に定めた補助事業の経費区分ごとに配分額を変更しようとするとき。ただし、各

配分額の 20 パーセント以内又は 20 万円以内の流用増減の場合はこの限りではない。 

(3) 補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、次に掲げる軽微な変更を除く。 

イ 補助目的に変更をもたらすものではなく、かつ、補助事業者の自由な創意により、

より効率的な補助目的達成に資するものと考えられる場合 

ロ 補助目的及び事業能率に関係がない事業計画の細部の変更である場合 

(4) 補助事業を予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき。 

２ 理事長は、前項の申請があった場合には、委員会に付議し、速やかにその内容を審査の

うえ、その計画変更がやむを得ないものと認めるときは、計画変更承認（不承認）通知書

（様式 6）により、補助事業者に通知するものとする。 

３ 計画の変更に伴い、補助対象経費が増額となった場合でも、第 10 条において決定した補

助金の額は変更しないものとする。 

４ 計画の変更に伴い、補助対象経費が減額した場合には、減額後の補助対象経費の２分の   

 １を補助金の額とする。 

 

（実績報告） 

第 14 条 補助事業者は、補助事業が完了（第 13 条の規定による中止の承認を受けたときを

含む。）したときは、その日から 30 日以内又は理事長が別に定める期日までのいずれか早

い日までに、事業完了報告書（様式 7）、事業実績報告書（様式 8）に必要な書類を添えて、

理事長に提出しなければならない。 

 

（補助金確定額の通知） 

第 15 条 理事長は、前条の報告を受けた場合には、速やかにその内容を審査し、適正である

と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、その旨を補助金確定額通知書（様式 9）

により、補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第 16 条 補助金は、前条の通知後、請求により交付する。 

 

（補助金の交付決定の取り消し） 

第 17 条 理事長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する行為をした場合等には、補

助事業者に対してその理由を示したうえで、補助金交付決定の全部又は一部を取り消し、

既に交付した補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

(1) 法令若しくは本要綱に基づく理事長の処分若しくは指示に違反した場合 

(2) 補助金申請又は補助事業において、不正、虚偽、その他不適正な行いがあった場合 

(3) 補助金の交付決定後に、補助事業と同様の事業において他の助成制度（補助金、委託

費等）による財政的支援を受けた場合 



(4) 前各号の規定のほか、理事長が補助金の交付について不適当と認める場合 

２ 理事長は、前項の規定による取り消しをした場合において、すでに当該取り消しに係る

部分に対する補助金を交付している時は、期限を付して、当該補助金の全部又は一部の返

還を命ずることができる。 

３ 理事長は、前項の返還を命ずる場合には、その命令に係る補助金の受領の日から納付の

日までの日数に応じて、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律

第 179 号）における加算金及び延滞金についての規定に準じた年利で計算した加算金の納

付を併せて命ずるものとする。 

 

（帳簿等の整備） 

第 18 条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を整備し、補助事

業の完了した日の属する年度の翌年度から起算して 5 年間、これを保存しなければならな

い。 

 

（財産の管理） 

第 19 条 補助事業者は、補助金により取得し、又は効用が増加した財産（以下「取得財産等」

という。）については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、

補助金交付の目的に従って、効率的に運用しなければならない。 

 

（財産処分の制限） 

第 20 条 補助事業者は、取得財産等のうち、取得価格又は効用の増加価格が単価 50 万円以

上の備品及びその他の財産を、理事長の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反し

て処分してはならない。ただし、補助事業の完了した日の属する会計年度終了後 5 年を経

過する日を超えた場合はこの限りでない。 

２ 補助事業者は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）

で定める耐用年数を経過するまでは、取得財産等を他の用途に使用し、他の者に貸し付け、

若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、又は債務の担保に供しようとする（以下「取得財

産の処分」という。）ときは、あらかじめ理事長の承認を受けなければならない。 
３ 理事長は、前項の規定により、補助事業者が取得財産の処分をすることにより収入があ

るときは、その収入の全部又は一部を納付させることができる。 
 

（事業成果の公表・普及） 

第 21 条 補助事業は、原則として一般に公表することとし、理事長が成果普及のための事業

を行うときは、補助事業者はこれに協力しなければならない。 

 

（審査委員会の設置） 

第 22 条 第 10 条第 1 項によりその権限に属する事項を審議するため、コンテンツ活用促進

事業費補助金審査委員会を置く。 

２ 委員会の組織及び運営については、理事長が別に定める。 

 

（その他） 

第 23 条 この要綱の実施に関し必要な事項は、事業本部長が定める。 

 

附則 

この要綱は、平成 26 年 5 月 8 日から施行する。 



 

附則 

この要綱は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、平成 29 年 4 月 21 日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、平成 30 年 4 月 20 日から施行する。 

 

 

 

 

 

別 表 

経費区分 補助対象経費 

業務委託費 

 

 市内クリエイター等に支払う業務委託費。 

 ただし、市内クリエイター等に対するコンテンツ等のデザインや制

作費等の直接人件費が補助対象経費の 75％以上であること。 

その他 上記のほか、理事長が必要かつ適当と認める経費。 

 


